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１．はじめに 

 

公共下水道事業は，地方財政法上の公営企業に位置

づけられており，下水道事業の経営には，一般会計との

間の適正な経費負担区分（雨水公費・汚水私費の原則）

を前提とした独立採算制の原則が適用されている．下水

道事業には，本来の目的である公共の福祉の増進に加え

て，「常に企業の経済性を発揮する（地方公営企業

法）」ことが求められている． 

現状の下水道経営は，極めて厳しい財政状況に置か

れており，一般会計からの基準外による費用繰入等によ

り事業運営がなされている．下水道事業債の借入残高も

33 兆円を超え，その元利償還費は下水道管理費の約７

割を占めるに至っている．経営の健全化・効率化へ向け

て鋭意努力が重ねられているが，今後さらなる財政状態

の悪化が懸念されているところである． 

このような現状を改善していくためには，維持補修

費用・再構築費用の縮減，企業債償還計画の適正化，下

水道料金の適正化にあたって必要となるアカウンタビリ

ティの確保，等々の実現に寄与する支援ツールの開発が

必要になる．そして，アセットマネジメントは，そのた

めの有用な手段となりうる． 

下水道施設のアセットマネジメント問題は，一般土

木構造物のそれとは異なる特殊性を有している．例えば，

土木構造物，建築物，各種設備・機器，等々，管理方式

の異なる複数の資産群から構成されていること，修繕費

を賄うべき下水道収入から再構築費用の資金調達のため

の起債まで，様々な財源が内包されていること，等々が

挙げられる． 

したがって，下水道アセットマネジメントにおいて，

維持管理計画を最適化し，事業の安定性・継続性を確保

していくためには，異なる資産管理方式および資金調達

方式を包含した，ライフサイクルコスト分析に基づく財

務シミュレーションを実施することが必要となる．さら

に，下水道事業は公営企業としての財務会計を有する場

合も多く，財務会計と有機的に連携した管理会計を構築

することが重要である． 
以上のような問題意識の下，本研究では，下水道施

設のアセットマネジメントに資する基礎情報を提供する

管理会計システムを提案するとともに，財務シミュレー

ションを通じて，その有用性を実証的に検討する． 

以下，本稿では，下水道施設のうち，下水処理場の

水処理施設（以下，下水処理施設）に対象を絞って考察

する．まず２.では本研究の全体像を示す．３.では下水

処理施設を構成する各種資産を「土木系資産」と「その

他資産」とに分類した上で，それぞれのライフサイクル

コスト評価手法を概説する．４.では，ライフサイクル

コスト評価に基づく財務シミュレーションの概要を示す． 

なお，本稿のケーススタディは，現実の下水処理場

の資産データを元に設定された標準的な下水処理施設の

モデルケース（総資産数：約 500）を対象に実施したも

のである． 

 

２．本研究の基本的な考え方 

 

公営企業会計では，収益的収支と資本的収支とが明

確に区分されており，維持補修費等の修繕費は収益勘定

に，再構築費用等の建設改良費は資本勘定に，それぞれ

分類・整理される1）．そして，資本的支出に外部資金

（企業債，国庫補助金，等）が不足する場合，収益勘定

を経由して企業内に内部留保された補てん財源を用いる

ことができるものとされ，資本的収支に関する財源の均

衡が図られている．ここで補てん財源とは，利益剰余金

処分額，収益勘定留保資金（現金支出を必要としない費

用（減価償却費等）の合計額）等の資金をいう． 
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図－１ 財務会計の勘定科目と最適修繕政策および起債削減政策の関係 
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まず，ＬＣＣシミュレーション分析による修繕政策

の最適化により修繕費が圧縮される．また修繕による延

命効果で再構築が後年度に繰り延べられることにより，

下水道整備費が縮減される．下水道整備費の縮減効果は，

財務シミュレーションを通じて，再構築実施年度の起債

の減少，後年度の企業債元金償還金および支払利息の削

減，等となって把握される． 

以上の検討を踏まえて作成された最適修繕計画は，江

尻らが提案している繰延維持補修会計2）に基づく管理会

計シミュレーションを通じて，平準化された修繕費の流

列として予算計画に反映され，実施状況がモニタリング

されることになる． 

なお，管理会計上の繰延維持補修引当金および繰延不

足維持補修引当金は，工学的な検討により算出された平

均修繕費用および追加修繕費用に基づく引当金であり，

財務会計上の修繕引当金に対応している． 

さらに本研究では，補てん財源の戦略的運用による

起債削減政策を取り上げる．現行制度は，一旦企業債を

起債した後は，資金に余裕がある場合でも繰上げ償還は

原則として認められておらず，利息を払い続けなければ

ならない等，一般の社債等と比べて硬直的な運用となっ

ている．そこでここでは，補てん財源として使用可能な

財源として減価償却費相当額の収益勘定留保資金を取り

上げ，[Ｃ＝減価償却費－企業債元金償還金]（以下，Ｃ

と略記する）を管理会計情報の一部として把握しつつ，

戦略的に資本的支出に充てて，起債を削減する方策につ

いて，財務シミュレーションを通じた検討を加える．  

財務会計上，ＣおよびＣの繰越累積額は，使途を特

定した任意積立金の一種である建設改良積立金と関連付

けて管理するのが適切であると考える．なお，建設改良

積立金を取り崩して固定資産を取得した場合は，相当額

を組入資本金として自己資本金に組み入れる操作が必要

になる． 

 

３．各種資産のライフサイクルコスト分析 

 

（１）土木系資産のライフサイクルコスト分析 

土木構造物は，適切な維持修繕を繰り返しながら，

原則として永続的に使用すべき資産である．一方設備・

機器等は，主要部品の供給可能期間に限りがある等の事

情により，一般に，周期的な再構築を前提として維持補

修戦略を検討すべき資産である．そこで本研究では，

「土木系資産（土木構造物）」と「その他試算（各種機

器・設備，建築物，他）」とに便宜上分類して，ライフ

サイクルコスト分析を実施する． 

まず，土木系資産については，堀らの提案する下水

処理施設の最適点検補修モデル3）を用いる．詳細は参考

文献に譲るが，本モデルは，下水処理施設の劣化データ

の取得が極めて困難であるという実状に鑑み，入手可能

な補修タイプ別工事数量に基づき，コンクリート版の集

計的マルコフ劣化モデルを作成し，最適点検・補修間隔

を決定するためのマルコフ決定モデルを定式化するもの

である． 

ここでは一例として，非硫酸腐食系の劣化が支配的

な構造物に関する損傷度定義と補修政策の集合を表－１

と表－２に示す．また補修政策２を採用した場合のリス

ク管理水準と年平均費用の関係を図－２に示す．ここで

リスク管理水準とは，損傷度4の状態の定常確率である．

図より，リスク管理水準を0.25と設定すると，最適点検

補修間隔は9年と決定される．その際の損傷度分布の推

移は，図－３に示すとおりである． 

損傷度 劣化段階 劣化過程の定義

1 潜伏期
コンクリートの外観上の変状が見られない
期間

2 進展期
コンクリートの変質が鋼材位置までに達す
る期間

3 加速期 鉄筋腐食が進行する期間

4 劣化期
コンクリートの断面欠損･鉄筋の断面減少
などにより耐荷性の低下が顕著な期間

注.「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術指針・

同マニュアル（編著：日本下水道事業団）」を参考に設定．

表－１ 土木系資産の損傷度ランクの定義 



（２）その他資産のライフサイクルコスト分析 
表－２ 補修政策集合（土木系資産） その他資産には，様々な管理保全方式の資産が存在

する．本研究では，その他試算の管理保全方式を表－３

のように分類して検討を行った．表中の「状態監視保

全」が，主要部品の供給年限まで，維持補修による延命

化政策を採用可能な資産の類型である． 

政策1 損傷度４のみを補修し、損傷度１に回復させる

政策2 損傷度３，４のみを補修し、損傷度１に回復させる

政策3 損傷度２，３，４を補修し、損傷度１に回復させる

図－２ リスク～費用曲線 

現状では充分なデータの蓄積が無いため，次のよう

な簡易な扱いにより最適点検補修政策を求めた．まず，

損傷度を0～4までの連続値で確定論的に記述し，部品交

換および部品補修のタイミングを，それぞれ損傷度2お

よび3と設定して，最適な補修戦略を比較･評価した．ま

た，本来であれば，延命化政策による平均費用勾配と次

世代の平均費用勾配とを比較して，各資産の現世代から

次世代への再構築のタイミングを最適化することが望ま

しいが，現世代の劣化状態に関する信頼性の高いデータ

が得られなかったため，現世代は標準耐用年数に再構築

が行われるとの仮定の下に，次世代以降の維持管理戦略

の最適化を検討した． 

図－３ 損傷度分布の推移（最適修繕政策） 
年 

 

４．財務シミュレーション 

 
（1）管理会計シミュレーション 

以上の検討で求めた最適点検修繕政策に基づき管理

会計シミュレーションを実施することで，繰延維持補修

引当金と繰延不足維持補修引当金の推移を算出できる． 

土木系資産を対象に算定した，繰延維持補修引当金

と繰延不足維持補修引当金との和の残高の推移を図－４

に示す．同図では，①計画通りに補修が実施できた場合

（予算制約なし）に加えて，②第13回修繕時に5000万円

の予算が不足した場合，③第13回および第14回修繕時に

5000万円の予算が不足した場合，を併記している．予算

不足等の事情により最適政策が実施できない場合，各期

の平均費用に加えて追加の維持補修費用が必要となり，

ライフサイクルコストが増加している様子が読み取れる． 

状態監視保全
予防保全的な部品交換等により延命化が可能な
資産に関する保全形式

事後保全
損傷度が使用限界を超えた時点で再構築により
更新される資産に関する保全形式

時間計画保全
あらかじめ定められた時間間隔で周期的に再構
築を行う資産に関する保全形式

表－３ その他資産の管理保全方式（機器レベル） 

最適修繕政策の検討を踏まえた管理会計シミュレー

ションの実施により，適切なサービス水準の維持に要す

る予算を自律的に調達し，かつ充分な補修が継続的に行

われているかどうかをモニタリングするための情報を得

ることができる． 

図－４ 繰延維持補修引当金残高の推移 
（繰延不足維持補修引当金を加算して表示） 

 

（２）起債削減政策に関するシミュレーション 

その他資産を含めた全資産について，２．で定義し

たＣを財源とする起債削減政策に関するシミュレーショ

ンを実施した．起債削減政策の適用前後の企業債残高お

よび支払利息の推移を，図－５および図－６に示す．計

算条件は，償還期間30年（据置期間5年），国庫支出金

は非考慮とし，既存施設のみを対象とした．図からは，

Ｃを用いた債権削減政策により，企業債残高および支払



利息が削減されている様子がうかがえる． 

図－５ 企業債残高の推移 
（起債削減政策適用前後の比較） 

起債削減政策

適用後 

年 

起債削減政策

適用前 

本試算では，各年度の資金のフローとしてＣを扱い，

標準耐用年数が短い資産から優先的に充当して資金の回

転を円滑化するという画一的な運用ルールを設定した．

その他，例えばＣ相当額を建設改良積立金等に類した形

でストックし，企業債元金償還が時期的に集中する資産

群に対して戦略的に充当する等といった運用を行えば，

企業債元金償還金の平準化を通じて，下水道事業の安定

性・持続性を向上させることが可能になると考える． 

 

５．おわりに 

 

本研究では，下水処理施設を対象に，最適修繕政策

を導出し，これに基づく管理会計システムを提案した．

さらに，財務シミュレーションを通じて，その有用性を

検証した．今後，より実務的な視点に立ったシステム開

発，下水道施設全体を視野に入れた実証分析，等に取り

組みたい． 

図－６ 支払利息の推移 
（起債削減政策適用前後の比較） 

年 

起債削減政策

適用後 

起債削減政策

適用前 
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optimize the maintenance plan, and to secure the stability and sustainability of sewage works management, it is necessary to 
carry out financial simulation based on the life-cycle cost analysis. Furthermore, it is important to develop management 
accounting system that is interlinked with the financial accounting system, because many sewage administration bodies have 
their financial accounting systems as public enterprises. In this paper, a management accounting system, which is designed to 
provide basic information for asset management of sewage works facilities, is presented. Also the applicability of the 
management accounting system presented in this paper is examined through financial simulations. 

 


